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論文概要 
 本論文では，お金に対する態度の中でも認知的な面での個人差を「お金に対する信念」
と呼び，お金に対する信念が家計管理および社会参加の領域でどのような役割を果たして
いるか明らかにすることを目指した。つまり，お金に対する信念の構造の把握と関連領域
の整理を試みた。 
第Ⅰ部の理論的検討は第 1 章から第 5 章までであった。お金に関する論考を紹介した後
（第 1 章），お金に関する心理学的研究を概観した（第 2 章）。お金に関する論考として，
貨幣の社会性についての論考を紹介した。また，貨幣には一般的交換手段，価値尺度手段，
価値貯蔵手段の 3 点の機能があることを確認した。お金に関する心理学的研究としては，
お小遣い，心理的財布，お金の機能，お金に対する態度の各研究についてレビューした。
そして，本論文ではお金に対する態度に焦点を当てることとし，お金に対する態度の概念
の整理（第 3 章）と，お金に対する態度の関連研究の整理（第 4 章）を行った。概念の整
理では，既存の 8 尺度について吟味し，内容を整理した。関連研究では，就業領域と購買
領域の 2 領域に分けて整理した。その後，本論文の目的を述べた（第 5 章）。本論文では，
お金に対する信念を測定するための信頼性と妥当性を備えた尺度の作成，お金に対する信
念が家計管理領域でどのような役割を果たしているか明らかにすること，お金に対する信
念が社会参加領域でどのような役割を果たしているか明らかにすることの 3 点を目的とし
た。 
第Ⅱ部の実証的検討は，第 6 章から第 8 章までであった。第 6 章ではお金に対する信念
の測定尺度の開発を行った。お金に対する信念の内容を文章完成法によって収集し整理し
た後（第 6 章第 1 節），項目を作成し，予備的に調査を行った（第 6 章第 2 節）。その後，
尺度の作成および妥当性の検討を行った（第 6章第 3節）。お金に対する信念尺度は，お金
は人に悪い影響を与えるものだという内容の「ネガティブな影響源」，お金は人に良い影響
を与えるものだという内容の「ポジティブな影響源」，お金は仕事の結果手に入るものだと
いう内容の「労働の対価」，お金は手に入りにくいものだという内容の「獲得困難性」，お
金は生きていく上で大切なものだという内容の「重要性」の 5 下位尺度で構成され，お金
に対する態度尺度（原岡，1990），就業動機尺度（安達，1998），REC Scale（佐々木，1984），
アルバイトの状態との関連から，妥当性が確認された。 
また，同一の協力者に 3 週間の間隔を設けた 2 度の調査を実施することによって，再検
査信頼性を確認した（第 6章第 4節）。 
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加えて，お金に対する信念尺度における大学生の特徴を把握することを目的として，20
代から 60 代までの成人を対象とした web パネル調査を行った。web パネル内で学生と学
生以外の対象者を比較したところ差は得られなかったが，web パネルと授業内調査の大学
生の得点を比較したところ，全ての下位尺度において差が得られた。大学生の方が得点が
高かったものは，「ネガティブな影響源」，「労働の対価」，「獲得困難性」「重要性」の 4 下
位尺度であり，webパネルの方が得点が高かったものは，「ポジティブな影響源」であった。
このことから，大学生の時期は，お金についてより意識されている時期と結論づけられた。 
第 7 章では，お金に対する信念が家計管理の領域でどのような役割を果たすのか検討し
た。家計には，お金を遣うこと，お金を貯めること，職に就いてお金を獲得することが含
まれるため，消費意識（第 7 章第 1 節），貯蓄意識（第 7 章第 2 節），職業意識（第 7 章第
3節）について検討した。 
消費意識では，お金に対する信念と消費価値観およびクレジットカード肯定態度の関連
を検討した。その結果，お金に対する信念は消費価値観と関連を示さなかったが，クレジ
ットカード肯定態度と関連を示した。クレジットカード肯定態度と正の関連を示したのは
「労働の対価」，「獲得困難性」，「重要性」であった。 
貯蓄意識では，お金に対する信念と将来の経済的な不安，貯蓄積極性，貯蓄理由の関連
を検討した。その結果，お金に対する信念尺度の 5 下位尺度において，将来の経済的な不
安との正の関連が見られた。また，「労働の対価」，「獲得困難性」，「重要性」下位尺度は貯
蓄積極性と正の相関を示していた。貯蓄理由では，お金がない不安を解消するために貯蓄
を行っている者は，他の理由で貯蓄を行っている者よりも「重要性」の得点が高かった。 
職業意識では，お金に対する信念と，職業価値観尺度（菰田，2006），フリーター肯定態
度（安達，2007），就職切迫感，給料の高さを重視する程度との関連を検討した。お金に対
する信念のうち，「労働の対価」が複数の職業価値観と関連を示したため，お金を仕事の結
果得られるものとする考えが，職業価値観の形成に中心的な役割を果たしていることが示
唆された。他に，「獲得困難性」と「重要性」も職業価値観と関連を示したため，この 2つ
の信念も職業価値観の形成に寄与している可能性が示された。また，給料の高さを重要と
考える程度は「重要性」のみと関連を示した。しかし，お金に対する信念はフリーター肯
定態度の「積極的受容」とは関連を示さず，フリーターになることを促進も抑制もしない
ことが示唆された。 
消費意識，貯蓄意識，職業意識のそれぞれで得られた結果を整理すると，お金に対する
信念尺度の中でも，「労働の対価」，「獲得困難性」，「重要性」の 3下位尺度が家計管理領域
で機能することが明らかとなった。 
第 8 章では，お金に対する信念が社会参加の領域でどのような役割を果たすのか検討す
るため，募金行動（第 8 章第 1 節）と経済的な面での社会参加（第 8 章第 2 節）を取り上
げた。 
募金行動として，東日本大震災の復興のための募金行動を取り上げた。その結果，お金
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に対する信念は，募金行動の有無の判別に寄与していることが明らかとなった。「ポジティ
ブな影響源」の得点が高いほど募金をする傾向にあり，「ネガティブな影響源」の得点が高
いほど募金をしない傾向にあった。しかし，募金回数と募金金額はお金に対する信念と関
連を示さず，募金行動の程度をお金に対する信念から予測することはできなかった。 
経済的社会参加との関連の検討では，経済的社会参加意識を測定する項目を作成し，お
金に対する信念との関連を分析した。経済的社会参加意識は，社会に出てから行うべきこ
とに関する項目で構成される「経済的社会参加の自覚」，家計や社会保障などについて理解
し対応できそうだという項目で構成される「経済についての十分な知識」，社会制度などに
興味や関心を示す項目で構成される「社会への関心」，将来働きたいという項目で構成され
る「労働意欲」の 4 因子となった。経済的社会参加意識の「経済的社会参加の自覚」下位
尺度と「労働の対価」，「獲得困難性」，「重要性」が中程度の正の関連を示していた。加え
て，「経済についての十分な知識」が「獲得困難性」および「重要性」と負の関連を示して
いた。関連の内容から，「獲得困難性」と「重要性」の役割が特徴的であると結論づけられ
た。また，「政治的不信感」は，お金に対する信念の全ての下位尺度と弱い正の関連を示し
た。政治に不信感を抱いているほど，お金に対する信念全般が強いという結果であった。 
第Ⅲ部の総括では，第Ⅰ部の理論的検討と第Ⅱ部の実証的検討を対応づけて考察した。 
お金に対する信念の相互関係を整理したところ，「労働の対価」，「獲得困難性」，「重要性」
はお金を入手する前の段階で機能する内容であると考えられた。一方，「ネガティブな影響
源」と「ポジティブな影響源」はお金を入手した後の段階で機能する内容であると考えら
れた。また，入手前の機能の 3つの信念の中では，「重要性」が「労働の対価」と「獲得困
難性」の上位概念であることが示唆された。そして，入手前の機能は家計管理と社会参加
の両領域に，入手後の機能は社会参加領域に，関連を持つことが示された。つまり，本論
文では次の点が示された。第一に，お金に対する信念は全体として社会参加領域に関連を
持つである。第二は，入手前の機能が家計管理領域に関連を持つことである。 
理論的位置づけとして，本論文は，お金に対する態度研究に，社会化の視点を取り入れ
た点で新しさがあることを述べた。実践への示唆として，消費者教育，大学生のキャリア
教育，募金行動の促進などへの応用について論じた。 
最後に，本論文の限界を 4 点挙げた。第一は，入手後の機能に上位概念を想定しなかっ
たことである。入手前の機能には，「労働の対価」と「獲得困難性」の上位に「重要性」が
位置づけられたのに対し，「ネガティブな影響源」と「ポジティブな影響源」の上位に布置
される概念が設定できなかった。これは，研究 1 において，「人への影響」カテゴリーを，
影響の方向性であらかじめ分けて尺度を構成したためであるが，入手前の機能と入手後の
機能を対応づけるためには，「ネガティブな影響源」と「ポジティブな影響源」の上位に，
お金が人に様々な影響を与えるものだという信念を想定した方が，構造がより明確になっ
たと考えられる。第二は，対人関係について扱わなかったことである。竹尾ら（2009）や
Vohs, Mead, & Goode（2006）などの研究では，対人関係の視点を取り入れていたことか
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ら，本研究でも検討することが望ましかったであろう。第三は，強迫的な買い物行動など
の不適応的な要素との関連について扱わなかったことである。第四は，規定因について触
れなかったことである。お金に対する信念の規定因としては，本人の経済的な環境や経済
的な体験，養育者の影響などが想定される。以上を限界点として挙げ，今後の課題とした。 
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